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令和７年度公益財団法人矯正協会事業報告書 

 

第１ 事業の実施状況 

１ 矯正活動に関する調査研究・資料収集及び普及啓発 

（１）矯正図書館 

ア 利用者へのサービスを充実させるために、収集した図書・雑誌・論文記事

のデジタル化や、資料等のデータベース化を進めたことにより、総データ件

数は約２２５，０００件（前年度約２１７，０００件）となった。そのうち、

インターネットで検索可能なオンライン文献目録（ＯＰＡＣ）のデータ検索

数は、一般利用者用が約１１２，０００件（前年度約１０７，０００件）、矯

正職員用が１２１，０００件（前年度約１１６，０００件であった。（数字は

総て概数） 

イ 閲覧・貸出・複写・レファレンス（相談）等の利用状況は、利用者数     

４８４人（前年度３９７人)、出納冊数２，３５８冊(前年度１，４４８冊)、

複写件数１，３８７件（前年度１，１６９件)、レファレンス件数２４件（前

年度３２件)であった。  

ウ ホームページに「デジタルコレクション」というページを設け、所蔵資料

の一部を公開し、「情報資源」のページでは、研究・調査に役立つ情報の提供

を開始し、ＳＮＳを活用した新着文献や刑事政策の新たな動向などに関する

情報を、年間を通じて継続的に発信を行った。  

エ 『聯合典獄協議会決議録』等の修復及びデジタル化等の保存作業を進め、

これらの歴史的資料をより良い状態で保存するための対策を計画的に進めた。  

オ 来館せずに利用できる電子図書館の蔵書数は、新規購入分の電子書籍及び

当館独自のデジタル化資料を２８冊追加したことにより、１８６冊（前年度

１５８冊）となった。 

（２）国際交流 

 ア 中国監獄工作協会との相互交流事業については、中国側代表団が訪日予定

であったが、国際情勢等の影響により次年度以降に延期することとした。 

 イ 韓国矯正学会との相互交流事業については、理事長、協会職員及び矯正職

員の計４名が訪韓し、韓国法務部矯正本部、拘置所、少年院の訪問、韓国矯

正学会学術大会での発表等を行い、交流を深めた。 

ウ ストックホルム犯罪学賞事務局及びアジア太平洋矯正局長等会議に資金支
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援を行った。 

（３）出版活動 

以下のとおりの出版を行った。 

  ア 「我が国の近代刑事法制史の軌跡」１，０００部発行  

イ 「刑事施設関係法令集（第６版）」 ８，０００部発行  

ウ 「少年院・少年鑑別所関係法令集（第３版）」 ５，０００部発行  

エ 「保安執務資料第２１号」 １，５００部発行  

オ 「矯正社会学」 ３，０００部増刷  

カ ＰＩＳＥ入力用紙 ３０，０００部増刷 

キ ＰＩＳＥ出力用紙 ３０，０００部増刷 

（４）広報活動 

ア 全国矯正展（全国刑務所作業製品展示即売会）は、東京国際フォーラムで

の開催が３回目となり、前年に引き続き、ＳＮＳ（Ｘ、インスタグラム、フ

ェイスブック）や各種広報資料等を活用し、広報活動の充実拡大に努めた。 

イ  矯正施設で実施する各種の記念行事等の後援等を通して、矯正広報活動の

支援を実施した。 

（５）研究活動 

昨年度に実施した「効果的な矯正処遇に資する刑務官の実践知に関する研究」、

「刑務所に対する一般市民の認識に関する調査研究」及び「被害者支援団体の

現状及び矯正施設の処遇とのかかわりに関する研究」等の成果を掲載した、紀

要「矯正研究」第８号を発行した（発行部数９００部）。  

また、令和７年度一年間を通じ、法務省矯正局、矯正研修所効果検証センタ

ー及び当協会による共同研究として、「特定少年に対する出院後の成り行き調査」

及び「対話実践の効果的導入に関する研究」を実施したほか、当協会独自の調

査研究として、昨年度に引き続き、「効果的な矯正処遇に資する刑務官の実践知

に関する研究」を継続するとともに、新たに「少年院の社会復帰支援における

自立援助ホーム等との連携」、「少年鑑別所の創設に関する歴史的研究」及び

「被収容者処遇における拘置所職員の実践知に関する研究」を実施した。 

さらに、大学研究者等に対し、法務技官のスーパービジョン、受刑者のトラ

ウマ及びトラウマケアに関する職員の認識、公認心理師の動向等に関する論文

の寄稿を依頼したが、これらの成果物を紀要「矯正研究」第９号に掲載し、発刊

する予定としている。 
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２ 矯正活動に対する支援助成 

（１） 矯正活動に対する支援 

ア 矯正施設の被収容者に対する支援 

（ア）被収容者の矯正教育用の器材・図書その他の用品の整備、特別活動、宗

教行事等の実施に要する費用の支援を行った。 

（イ）受刑者能力検査（ＣＡＰＡＳ）の技術及び用紙を提供した。 

  a ＣＡＰＡＳ能力検査Ⅰ         １０，０００部増刷 

  b ＣＡＰＡＳ能力検査Ⅱ         １０，０００部増刷 

（ウ）被収容者居室用カレンダーについては、前期分（１月～６月）として   

５９，３２９部、後期分（７月～１２月）５９，２８５部の合計      

１１８，６１４部を矯正施設に提供した。 

イ 矯正施設に対する支援 

（ア）矯正施設の安定的な運営のための支援として次の行事等に対して支援を

行った。 

  ａ 宮崎刑務所廃庁に伴う記念誌作成 

  ｂ 「奈良監獄ミュージアム」オープニング記念セレモニーに係る諸経費

の費用負担 

（イ）保安無事故表彰、作業表彰等、国の表彰に伴う副賞の贈呈 

ａ 法務大臣から保安表彰を受けた対象施設１７庁（札幌刑務所ほか） 

ｂ 矯正局長から永年無事故支所表彰を受けた施設８庁（小倉拘置支所ほ

か） 

ｃ 矯正管区長から表彰を受けた施設６７庁（高知少年鑑別所ほか） 

ウ 矯正職員に対する支援 

（ア）矯正職員の執務上の参考及び教養向上のための機関誌「刑政」誌を毎月

２４，２００冊発行し、会員に配布するとともに、広報資料として、図書

館、大学、研究機関、保護関係機関、及び自治体等に送付した。また、篤

志面接委員、教誨師、検察・司法関係者、学識経験者等からの購入希望に

も応じた。その他、拘禁刑の施行開始に伴い、歴史的資料としての観点を

も踏まえた上で、拘禁刑の導入にかかわる多岐にわたる関係記事を掲載し

た。 

（イ）矯正職員の職務能力向上のため、次の支援を行った。 

ａ 矯正研修所における任用研修課程（高等科、中級管理科、中等科・応
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用科、初等科及び基礎科）における成績優秀者２７７名の表彰 

ｂ 同上研修（初等科及び基礎科を除く。）の研修員４２４名に対する研修

教材等の購入に充てることを目的とした図書カード贈呈 

ｃ 東日本矯正医療センター准看護師養成研修における成績優秀者の表彰

及び同研修員への記念品贈呈 

ｄ 矯正事業に功績のあった矯正職員７２名に対し、会長祝詞と副賞を贈

呈 

  （ウ）次の研修教材等を新採用職員９４９名に提供した。 

     研修教材「成人矯正法」、同「少年矯正法」、同「矯正心理学」、同「矯正

教育学」、同「矯正社会学」及び同「刑事政策入門」 

  （エ）矯正職員の武道奨励等のため、全日本規模の選手権試合等に出場した  

１４名の職員を支援した。 

  （オ）矯正協会未来フォーラムを４回開催し、この講演内容を、幅広く様々な

方々に知っていただくために、各回ともに講演場面を収録し、これを編集

した動画を一般公開した。 

処遇技法講習会については、動機づけ面接ワークショップを３回（初級、 

中級、上級の各コース別）、箱庭療法研修会を１回、同事例検討会を１回、

リフレクティングワークショップを２回実施した。 

エ 刑務所作業提供事業 

（ア）刑事施設においては、継続する就業人員の減少、就業時間の短縮等によ

る生産力の低下、原材料費の高騰等に伴い、事業部作業を取り巻く厳しい

状況が続く中、刑務作業の安定的運営に寄与するため、年間を通して約  

４，３００～４，５００人分（全就業人員に占める割合は約１３～１４  

パーセント）の作業量を提供し、相応の事業規模を維持することに努めた。 

   さらに、令和７年１２月８日付けで法務省矯正局長通知「中期事業部作

業運営計画２０３０について」及び法務省矯正局成人矯正課長通知「中期

事業部作業運営計画２０３０実施要領等について」（以下「矯正局長通知等」

という。）が発出されたことを受け、同年１２月１６日付けで事業部長通知

「中期事業部作業運営計画２０３０への取組について」を発出し、地区業

務総括及び地方事務所業務員を含む事業部職員全員に対して、矯正局長通

知等の趣旨を周知するとともに、協会職員に対する研修を実施した。 

また、令和８年３月に開催した地区業務総括事務打合せ会において、事



5 

 

業部として取り組むべき事項について協議を行った。 

（イ）矯正展・即売会の開催に当たっては、費用対効果を考慮した上で、新た

な催事場所の開拓及び委託販売の拡充を積極的に図った結果、令和７年度

の矯正展・即売会の実施回数は１，２１３回（前年度１，２８０回）、売上

高は６億３，６２１万円（前年度６億８，７７４万円。以下、金額は税込。）

となった。 

   また、昨年１２月に開催した全国矯正展（全国刑務所作業製品展示即売

会）は、令和５年度及び同６年度に引き続き、令和７年度においても、東

京国際フォーラムで開催したが、来場者数は３万７，６８４人（前回３万

５，７８７人）、事業部売上は４，５４６万円（前回３，８０５万円）と増

加するなど、大きな成果を上げることができた。 

（ウ）刑務所作業製品のインターネット販売については、事業部が運営する「ｅ

－ｓｈｏｐ」及び外部の通販サイト「ヨドバシ・ドット・コム」で行って

いるが、これらオンラインショップにおける令和７年度の売上高は   

３，０１６万円（前年度３，４５８万円）となった。 

（エ）外部専門家のインダストリアルデザイナーを講師に迎え、国から推薦の

あった４名の作業専門官（木工、洋裁及びその他）が参加して、全５回の

製品開発研究会を実施し、研究テーマを「機能性に富んだ（生活）雑貨製

品」として製品を企画・開発した。 

（オ）作業専門官の製品開発能力等の向上を図るため、外部講師を招へいし、

全国から１０名の作業専門官（洋裁及び革工）等が参加して、２日間にわ

たり、講義、工場等見学によるスキルアップ研修を実施した。また、製品

開発短期セミナーでは、新たに実施した２名の講師による講演動画や、こ

れまで実施した講演動画配信をＹｏｕＴｕｂｅで視聴する方式で実施し、

計３８３名（４月２２日現在）が視聴した。 

（２）助成 

  ア 助成（応募型） 

    刑務所作業製品の売上額の一部をもって、申請のあった犯罪被害者支援団

体（あひる一会、ＮＰＯ法人犯罪被害当事者ネットワーク緒あしす、ＮＰＯ

法人いのちのミュージアム、被害者が創る条例研究会、犯罪被害者団体ネッ

トワーク「ハートバンド」、一般社団法人エシカルプラス及び九州・沖縄犯罪

被害者連絡会（みどりの風）の７団体）に助成した。助成額は、平成１７年
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度から令和７年度まで累計８，７５０万円となっている。 

  イ 助成（その他） 

矯正に関わる各種学会及び団体等である日本矯正教育学会、日本犯罪心理

学会、日本特殊教育学会、日本精神保健福祉連盟、日本矯正医学会及び日本

栄養士学会に対し、資金助成を行った。 

３ 会員福祉事業 

（１）永年勤続の現職会員１，６３２名（１０年勤続者６２１名、２０年勤続者   

６２６名、３０年勤続者３８５名）を表彰し、記念品を贈呈した。 

  なお、本年３月４日（水）、ＫＫＲホテル東京において、法務大臣等来賓列

席の下、３０年勤続の代表者６０名に対する表彰式典を挙行するとともに、

同日、天皇陛下に拝謁し、お言葉を賜った。 

(２）令和 7年度春・秋の叙勲受章者となった会員２３名に対し、会長祝辞と記念

品を贈呈した。 

（３） 矯正職員退職者で５年以上勤務の会員４０８名に対して、退職慰労金を贈呈

し、うち２０年以上勤務の退職者２２９名に対しては、退職慰労金のほか記念

品を贈呈した。 

（４） 会員４５９名に対して結婚の祝意、会員１７名に対して死亡の弔慰を表した。 

（５）会員２４０名に対して職務上負傷等に係る見舞状を添え見舞金を贈呈した。 

（６）難病に罹った会員（その扶養親族を含む）１４名に対して、見舞金を贈呈し 

た。 

（７）会員への助成として次の事項を実施した。 

  ア 会員手帳の贈呈 

  イ 新入会者に対する「刑務官必携」、「矯正協会のしおり」、「新採用職員のし

おり」及び鍵ひも等の贈呈 

  ウ 結婚祝い品の贈呈 

  エ 長期会員への記念品の贈呈  

４ 保険料集金事務受託事業 

現職矯正職員及び矯正職員退職者を対象とした損害保険会社の団体扱い自動車

保険等の集金事務を実施した。   

     

第２ 運営体制の充実を図るための取組 

１ 役員等を対象とした研修会の実施 
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令和７年１０月１６日、茨城農芸学院を見学し、取り組みの状況及び課題等に

ついて研修を行った。 

２ 職員の執務環境等の向上 

（１） 次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画の策定 

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの５年間を計画期間と定 

め、年間を通じて「ノー残業デー」の周知を徹底したほか、有給休暇取得予

定表の活用により、年次休暇の取得促進を図った。 

（２） 育児・介護休業法の一部改正に伴い、子の看護休暇取得時期延長し、介護 

離職防止のための窓口設置、育児期の短時間勤務等の制度改正を行い、これ

らの改正等に関して、職員全員に対し、説明会を開催して周知を図った。 

（３） 令和７年４月より、出張手続について、従来の「最も経済的な通常の経路 

  及び方法の選択」は保持しつつも、時間やコスト、業務の円滑な遂行の観点か 

ら、利便性も考慮した旅程等を選択させることとし、大幅な業務の効率化を 

図った。 

３ スキルアップ研修の実施 

  地方事務所業務員の事務処理能力の向上と情報共有を図るため、仙台、東京、 

名古屋、大阪、広島及び高松地区において、「スキルアップ研修」を実施した。

(札幌及び福岡地区については、前年度に実施済み）。 

４ 役員等へ資料の提供 

令和８年３月１１日（水）に開催した定時理事会及び臨時評議員会において、 

「公益法人の各機関の役割と責任」（内閣府公益認定等委員会作成）を配布し、役

員等の責任等に関する確認を行った。 

 

第３ 附属明細書の省略 

   事業の実施状況及び運営体制の充実を図るための取組は以上のとおりであ

るが、令和７年度事業報告は、本文にて事業等を詳細に説明していることか

ら、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４条第３項

に規定する「事業報告の内容を補足する重要な事項」は不要につき、附属明細

書は作成しない。 


